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平
成
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は
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が
ら
も
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取
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図
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し
た
。

平
成
24
年
度
の
重
点
事
業

1
防
災
対
策
　
2
産
業
の
振
興
と
都
市
基
盤
の
整
備

3
教
育
と
子
育
て
対
策
　
4
高
齢
者
対
策　

▼
財
政
課
☎
23
局
３
５
９
１

会計名 予算額 対前年度伸率

●一般会計 267億 7000万円 △　2.0％
●特別会計 152億 5772万円 9.4％

内
　
訳

給食センター給食費 2億9825万円 △　2.7％
国民健康保険 74億3781万円 4.1％
公共下水道事業 14億5278万円 12.6％
農業集落排水事業 15億4511万円 63.4％
田原福祉専門学校 1億2000万円 1.8％
介護保険 37億1172万円 6.3％
中心市街地商業等活性化事業 2763万円 △20.7％
後期高齢者医療 6億6440万円 8.5％

●水道事業会計 18億8512万円 11.3％
合計 439億 1284万円 2.2％

税目名 予算額 対前年度伸率

●市民税 40億 8676万円 4.8％

内 

訳
個人市民税 35億 2900万円 5.6％
法人市民税 5億 5776万円 0.2％

●固定資産税 80億　859万円 △　4.8％

内
　
訳

土地 20億2000万円 △　0.5％
家屋 24億 6000万円 △　8.8％
償却資産 34億9100万円 △　4.5％
滞納繰越分 3000万円 50.0％
交付金 759万円 0.1％

●軽自動車税 1億5100万円 0.7％
●市たばこ税 3億8000万円 15.9％
●鉱産税 10万円 0.0％
●特別土地保有税 0万円 0.0％
●都市計画税 5億4200万円 △　3.6％

合計 131億 6846万円 ▲　1.4％

❖会計別予算 ❖市税の内訳

市税

地方交付税国庫支出金

繰入金

県支出金

地方消費税交付金

繰越金

131億6846万円

32億9600万円22億　485万円

18億4227万円

12億7550万円

6億円

7億　100万円

49.2%

12.3%8.2%

6.9%

市債
17億円
6.4%

4.8%

2.2%
2.6%

5.7%その他 
15億3290万円

地方譲与税
4億4900万円
1.7%

267億7000万円
100％

歳入
合計

公債費

民生費

総務費

教育費

農林水産費

商工費

衛生費

土木費

その他消防費

73億8804万円

34億6256万円

32億2155万円26億7622万円

24億4418万円

20億7052万円

23億7023万円

2億9832万円12億9198万円

15億4635万円 27.6%

12.9%

12.0%10.0%

9.1%

7.7%

8.9%

1.2%4.8%

5.8%

267億7000万円
100％

歳出
合計

❖一般会計の内訳

※グラフおよび表中の予算額は１万円未満が切り捨ててあるた
め、合計額とは一致しない場合があります。

平成24年度

田原市のまちづくり

❖全会計

一般会計

給食センター給食費
国民健康保険

農業集落排水事業

田原福祉専門学校

介護保険

267億7000万円

2億9825万円74億3781万円

15億4511万円

公共下水道事業
14億5278万円

水道事業会計
18億8512万円

後期高齢者医療
6億6440万円

一般
会計

特別
会計

中心市街地商業等活性化事業
2763万円

37億1172万円

1億2000万円

439億1284万円

│ 3 │　　　　　　　　　　平成24年4月1日


